







カでの石油，鉱物資源開発も本格化していった（1）。原油価格は 2004 年初頭の 35 ドル/バー
レル（以下，ドルのみで表記する）前後から徐々に上がりはじめ，2008 年 7 月には史上
最高値の 147 ドルを記録した。翌 09 年 4 月にはリーマン・ショックの影響により 50 ドル
にまで急落したものの，その後徐々に持ち直して 2014 年には 100 ドル前後にまで上昇し，
現在（2021 年 9 月）は 70 ドル前後で推移している（2）。また，鉱物資源価格も原油価格と
同様に大きく変動してきた。例えば，レアメタルの代表格のひとつであるニッケルの国際
価格は，2001 年には 1 トンあたり 6,000 ドル前後であったが，2007 年には 37,000 ドル前
後に高騰した。その後緩やかな減少傾向が続き 2015 年から 2017 年にかけては 10,000 ド
ル前後の価格低迷期にはいったが，現在は 20,000 ドル近くの高値をつけている。
　このように原油や鉱物資源価格は，世界の需要と供給のバランス変化や地政学的リスク，












































　図 1 は，サハラ以南アフリカ諸国の経済成長率（実質 GDP）の推移を示している。




　しかし 2000 年代（2000 〜 2009 年）にはいると，アフリカを取り巻く経済環境は大き
く変化した。2000 年代初頭の 10 年間の経済成長率の平均は 5.5％にまで好転した。この
時期の経済成長率を国別に確認すると，二桁台の経済成長を記録する国も少なくなかった
ことがわかる。アンゴラは 2004 年〜 2008 年まで年平均 12.5％であったし，チャドは
2004 年に 33.6% という高い経済成長率を記録した。さらに，赤道ギニアに至っては，
2000 年に 110％，2001 年に 60％という驚異的な経済成長率に達している。
　このような異常値とも言える高い経済成長率を実現した背景にあったのが，原油をはじ
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めとする資源価格の高騰である。先に挙げたアンゴラやチャド，赤道ギニアでは，新規の
油田開発が相次ぎ，アフリカの新興産油国としてにわかに注目を集めた国である。つまり，






























石油開発」『国際金融』第 1189 号，財団法人外国為替貿易研究会，2008 年，pp.50-56 を参照。同様にアフ
リカ鉱物資源国の具体的な開発事例については，拙稿「アフリカ諸国における鉱物資源開発の現状と経済発




していないのが現状である（4）。改めて図 1 を確認してみると，2010 〜 2019 年までの経済
成長率の平均は 3.9％と比較的堅調な水準を維持しているものの，アフリカの大部分の国
では雇用の大幅な増大をともなう産業構造の変化は生じていない。アフリカ開発銀行の年
次報告によれば，アフリカの労働人口は 2018 年の 7 億 500 万人から 2030 年には約 10 億
人に増加すると予測される。しかしながら，現在のアフリカでは毎年労働市場に参入する







比 35％近く下落し 10 兆ドルを下回る結果となった。2016 年にピークをつけた 20 兆ドル
からすると，半分以下の水準にまで減少したことになる。UNCTAD の「世界投資報告
（WorldInvestmentReport）」の予測によれば，世界全体の FDI は 2021 年に下降局面を
脱却して回復に転ずるが，その増加率は 10 〜 15％程度であり，パンデミック前（2019 年）
の水準を 25％程度下回るレベルに留まるとしている。他の経済指標と同様に，以前の水
準に回復するには数年単位の時間を要するとしている（UNCTAD2021）。




　また，2020 年の FDI の落ち込みは，エネルギー国際価格の下落と需要減退により，資
源富裕国に経済的打撃を与えている。UNCTAD の推計によれば，2020 年におけるアフリ
カの産油国および資源富裕国の FDI 流入額は，コロナウィルス感染拡大の影響により 15
〜 34％もの落ち込みを記録した（非資源国ではマイナス 10％）と指摘している。
　次に，アフリカ FDI 流入額を主要国別に検討したい。表 1 は 2020 年に 10 億ドル以上
の FDI 流入額を記録した諸国をリストアップして近年（2015 〜 2020 年間）の FDI 流入
額の推移を示した。コロナ禍とはいえ 2020 年に FDI 流入額が 10 億ドルを超過したのは，
アフリカ 54 カ国（北アフリカ諸国を含む）中 13 カ国に達している。
　以下，FDI 流入状況の地域別特徴を考察してみたい。北アフリカでは，アルジェリア，




（5） アフリカ開発銀行は，2000 年から 2014 年においてアフリカでは毎年 3％の割合で労働人口が増加してきた
が，実際に生み出された雇用の増加率は 1.8％に過ぎない，と指摘している。
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　西アフリカでは，ガーナ，ナイジェリア，セネガルの 3 カ国が 10 億ドル以上の FDI 流





は，2015 年の 4 億ドルから漸増して，2020 年にはコロナ禍にもかかわらず前年比 39％増
の 15 億ドルを記録した。セネガルでは，国民の 7 割以上が農業，家畜産業の一次産業に
表 1　アフリカ主要諸国（注1）の FDI 流入額推移
国　名 2015 2016 2017 2018 2019 2020
アルジェリア − 6 16 12 15 14 11
エジプト 69 81 74 81 90 59
モロッコ 33 22 27 36 17 18
ガーナ 32 35 33 30 39 19
ナイジェリア 31 35 24 8 23 24
セネガル 4 5 6 8 11 15
コンゴ共和国 38 16 44 43 34 40
コンゴ民主共和国 17 12 13 16 15 16
ガボン 10 12 13 14 16 17
エチオピア 26 41 40 33 25 24
タンザニア 16 9 9 10 10 10
モザンビーク 39 31 23 27 22 23
南アフリカ 17 22 20 55 51 31
アフリカ全体 579 462 402 454 471 398
（注 1）2020 年に FDI 流入額が年間 10 億ドル以上を記録した国
（出所）UNCTAD,World Investment Report 2021 より作成
（単位：億ドル）











　中部アフリカでは，コンゴ共和国，コンゴ民主共和国，ガボンの 3 カ国の FDI が突出し
ている。なかでも 2020 年のコンゴ共和国の FDI は，前年比 19％増の 40 億ドル（2020 年）





年 6 月から OPEC 加盟国入りを果たすなど，国際的に産油国としての地位を築きつつある。
だがコンゴ共和国では，2021 年 3 月の大統領選挙では現職のドニ・サスヌゲソが当選を果





2014 年時点で一人あたりの資源レントは両国ともに約 1,200 ドルである。しかしながら，カ

















（7） 「産油国コンゴ共和国で大統領選　通算 40 年超の長期政権へ」日本経済新聞2021 年 3 月 22 日。
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　最後に南部アフリカで注目されるのはモザンビークである。2020 年のモザンビークへ




（2021 年 9 月）でモザンビークの天然ガス確認埋蔵量は 1 兆立方メートルに達しており，
フランスのトタル社が主導するエリア 1 鉱区では総投資額 200 億ドル（2019 年 6 月の最
終投資決定），2024 年から年間 1,200 万トンの液化天然ガス（LNG）の生産開始が予定さ
れている（8）。












しており，次いでアルジェリアが日量 148 万バーレル，そしてアンゴラが日量 141 万バー





649 億立方メートル），ナイジェリア（年間 493 億立方メートル），リビア（年間 94 億立





（8） 但し，JETRO の発表によれば，2021 年 4 月 26 日に，フランスのトタルがエリア 1 での開発プロジェクエリ
アであるカーボ・デルガド州北部の治安状況の悪化（イスラム武装勢力の襲撃）を受け，全プロジェクト関
係者を退避した，としている。JETRO「エリア 1 天然ガス開発，フランスのトタルが『不可抗力』宣言」（2021


































































クト産油国（準新興産油国）に位置付ける（表 2 ②）。そして，第 3 のグループは，従来
石油・天然ガスのポテンシャルが低いと評価されてきたが，近年，新たな油田開発が活発
化している諸国である。これらの国々を新興産油国と分類する（表 2 ③）。



















な原油（12.8 億バレル），天然ガス（13 兆立方フィート）の埋蔵が確認され，2000 年代初
頭に赤道ギニアでの石油開発が進んだ。本稿の 2-1. で指摘したように赤道ギニアで驚異
的な経済成長率が記録されたのも，多額の石油収益が流入したからである。赤道ギニアの

















千葉商大論叢　第 59 巻　第 2 号（2021 年 11 月）











機構（JOGMEC）の 2015 年のレポートでは，IEA の報告書を基にして次のように指摘して
いる。モザンビークでの天然ガス生産は 2012 年の 40 億立方メートルから 2040 年に 600 億














資 源 収 益 の 割 合 が 非 常 に 高 い こ と で あ る。IMF は， 資 源 富 裕 経 済（resource-rich
economies）に分類される国は，資源（石油・ガス，鉱産物）輸出の依存度が輸出全体の
25％以上，もしくは，政府歳入に占める資源収益の割合が 20％以上に達している国と定
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家が資源に依存している傾向が高い）97 カ国（1970 年時点）を抽出し，1970 〜 1989 年
間の経済成長率を調査した結果，天然資源への依存度が高ければ高いほど，一人あたりの
経済成長率が低くなることが観測された（JeffreyD.Sachs,AndrewM.Warner1995）。
またオーティは，1960 年から 1990 年までの一人あたり GDP の成長率を比較検討した結

















































































































































であったので，IMF はガス田発見後に同国の経済成長率を 7.8％（2012 〜 2016 年）に上
方修正した。しかしながら，実際には 3.3％という低い経済成長率にとどまった。また，ガー
ナも 2007 年と 2010 年に沖合で巨大油田が発見された。こうした石油の発見によって，ガー
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〔抄　録〕
　本論考では，アフリカにおける近年の経済成長と直接投資の動向を概観しながら，アフ
リカ各地域で活発化している資源開発（石油・天然ガス）の具体的状況について検討した。
さらにアフリカ産油諸国を既存産油国，準新興産油国，新興産油国の 3 つのグループに分
類したうえで，特に新興産油国に焦点をあてて資源開発状況および展望について考察した。
後半では，「資源の呪い」仮説を中心とする資源開発に関わる理論的検討（レンティア国
家の制度的特色や特殊な経済構造）をおこなった。この検討を通じて，「資源の呪い」仮
説の研究が既存産油国を対象としており，経験的に認識された政治経済構造の事後的分析
であることを指摘した。これに対して，本論考では，アフリカの資源未開発国から産油国
へと移遷する開発初動段階における制度基盤形成プロセスの重要性、そしてその際に生じ
る「交渉力の非対称性」について指摘した。
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